
＞ 一定規模以下の事業者が行う課税仕入れに係る支払対価の額が１万円未満の取引も帳簿のみの保存で仕入

税額控除が認められています（経過措置） 。

○ 基準期間※１の課税売上高が１億円以下又は特定期間※２の課税売上高が5,000万円以下の事業者が、令

和５年10月１日から令和11年９月30日までの間に行う課税仕入れについて、その金額が税込１万円未満

であるものについては、一定の事項を記載した帳簿のみを保存することで仕入税額控除が可能です。

※１ 原則として、個人事業者は前々年、法人は前々事業年度

※２ 原則として、個人事業者は前年の１月１日から６月30日までの期間、法人は前事業年度開始の日以後６月の期間

○ 令和11年10月１日以後については、課税期間の途中であっても、この特例の適用はありません。

○ １万円未満の判定単位は、課税仕入れに係る１商品ごとの金額により判定するのではなく、一回の取引の

課税仕入れに係る金額（税込み）が１万円未満かどうかにより判定します。

※ 当該経過措置の適用に当たっては、帳簿に「経過措置（少額特例）の適用がある旨」を記載する必要はあ

りません。

４ 買手の留意点 ＜パンフレットＰ14＞

区分記載請求書等保存方式との相違点

○ 区分記載請求書等保存方式では、「３万円未満の課税仕入れ」及び「請求書等の交付を受けなかっ

たことにつきやむを得ない理由があるとき」は、一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入税額控

除が認められる旨が規定されていますが、インボイス制度の開始後は、この規定は廃止されています。
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